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日本の研
究力が見
えない



量
Volume
Quantity

質
Quality

研究力をどのように測るか？
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被引用数が基本

※なお、インパクトファクターは雑誌の評価
であり、ここでいう質の指標とは全く違うも
のです。

• 文献タイプで違う
Articleと、Reviewで違う傾向
Reviewはたくさん引用される

• 分野で違う
分野による被引用の違い
医学系の引用は多い
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質

〇平均の被引用度： FWCI（Field Weighted Citation Impact）
文献タイプ、分野で補正。世界平均を１とする。

〇トップ論文： 引用度トップ１％、１０％
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小泉の発表論文

引用）小泉の論文には、
ｘｘｘということが書い
てあった

被引用数 = ５
５本の論文に引用された

これが論文の「質」を表す

「質」＝被引用数が基本

被引用数が、「質」として測定される



エルゼビア SciValで2020年6月にデータ取得

①
②

⑤
③

④

日本の研究の現状 「質」に課題あり

⑥



エルゼビア SciValで2020年6月にデータ取得

①アメリカ
②EU28か国

⑤日本
③韓国

④中国

日本の研究の現状 「質」に課題あり

⑥シンガポール



研究成果が、どれだけ読まれた
か？どれだけ見られたか？どれだ
け他の研究者や他のセクターの皆
さんと情報を共有できるか？
が、価値を生み出す

9

単に指標だけの問題ではない



みんなで一緒に、一つ一つの
研究成果を組み合わせ、新た
な価値をイノベーションする

皆で一緒に、一つ一つの研究成果を重ね、イノベーションを生み出す
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研究成果
をみんな
でシェア
していく

イノベー
ション



Gold OA
出版社による論文のOA化

Green OA
最終マニュスクリプトのOA化
（大学レポジトリーなど）

研究者まかせになっていた
研究者はGoldOAを好んで引
用する傾向

国として、レポジトリーなど
の政策をたて、大学に任せた
状態になっていた（当初初期
費用投資など）

OAの推進について

GoldならびにGreenOAについて
車の両輪として議論していく必要性



日本において何が問題なのか？ 日本の課題１）研究者がAPCを負担する構図

• 科学技術・学術政策研究所 科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP定点調査2020） 12



日本の課題２）金持ち研究者しかAPC料を払えない 「研究者間格差」

• 科学技術・学術政策研究所 科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP定点調査2020）
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日本においては、大学図書館コンソーシアム連合
「JUSTICE」が窓口。
ただ、交渉はすれど、結局、契約は各大学ごとにバラ
バラで。
← 必要なパッケージやタイトル、財源の違い、ニー
ズに対する温度差など、大学間の事情の違いが大きい。

オーストラリア
CAUL

イギリス
JISC

スウェーデン
Bibsam

ドイツ
Projekt DEAL

日本の課題３） 大学が国レベルでまとまって出版社と交渉するスキームが必要
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ジャーナル出版
電子出版
図書館

研究力強化

研究力発信力強化
国際的なVisibility

向上

研究力強化、国際的な研究の可視化という視点で、総合的な議論が必要



ジャーナル出版
電子出版
図書館

研究力強化

研究力発信力強化
国際的なVisibility

向上

研究力強化、国際的な研究の可視化という視点で、総合的な議論が必要

Gold OA
出版社による論文

のOA化

Green OA
最終マニュスクリプト

のOA化
（大学レポジトリーな

ど）



OA（特にGold OA）についての欧米の動き ビジネスモデルの変化
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購読モデル
（雑誌を読む
のにコスト）

購読と出版
のハイブ
リッド

出版のみのモ
デル

購読費用から出版費用
へ転換していく

いまココ



READ
（雑誌閲覧費用）

PUBLISH 
（APC、OA化費用）

大学図書館 各研究者の支払い

READ&PUBLISH 転換契約

現状の問題点
• 大学からみれば、READとPUBLISHで別々に
費用を出版社に支払っている現状がある

• APC料の支払いは、研究者の研究活動とみな
されており、研究者個々人の研究費を圧迫し
ている。それが、大学全体として論文の
（Gold）OA化の妨げになっている。

• 大学からのAPCの支払い総額は、年々増えて
いる（そもそも把握しきれていない現況）。

• APC料の支払いもままならない若手研究者な
どの論文のOA化の機会を阻害している。大学による一体的な契約

年々増加年々増加

転換契約の考え方と課題など

大学側の目的と転換契約のメリット
• READの一部をPUBLISH（OA化費用）に転換する一体契約により、大学全体の支出増を抑制する
• 若手研究者などのOA化の機会を確保し、大学として（Gold）OA化を推進する
契約をすすめる上での争点と課題
• 転換契約全体の総額と、OA枠の確保（ハイブリッドOA、フルOA）
• 今後の価格上昇率と契約期間
• 大学内での（図書館費用だけでない）多様な資金ソースの活用の仕組み構築 18
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２０２２年１１月２１日

東北大学、東京大学、東京工業大学、横浜国立大学、福井大学、
大阪大学、神戸大学、岡山大学、早稲田大学、東京理科大学

２０２２年２月

東北大学、東京工業大学、総合研究
大学院大学、東京理科大学

１８大学にまで拡大

Wileyとの転換契約 Springer Natureとの転換契約

RUC参画大学
は転換契約
パイロット参
加のEligibility
を有する

RUC参画大学
を中心に１０
大学で契約ス

タート
JUSTICEで取り
まとめ



“一方、こうした転換契約は一時的な解決策にしかすぎない。
今後は、多くの学術雑誌が、これまでの購読モデルからオープ
ンアクセス出版を軸としたビジネスモデルに大きく変化してい
くだろう。そうしたとき、日本としてどのように将来を見据え
たオープンアクセス政策を考え、出版社と交渉できるか、国の
政策担当者や、大学図書館・研究者・URAなど皆で知恵を出し
合い、早々に議論していくべきであろう。”

「転換契約」による研究成果のオープンアクセスの促進
自然科学研究機構 小泉 周
実験医学2023年2月号 より引用

転換契約は一つの手段であるが、これから数年後の先をみた一手が必要



国

大学

研究者

バラバラに考える
のではなく、階層
をこえた一体的な
動きをつくる必要
がある

図書館 研究力強
化

様々な分野
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小泉周
a.koizumi@nins.jp



図書館の現場から：
転換契約の導入

拡大物性委員会 2023年3月23日（木）

1

東京都立大学図書館本館
（学術情報基盤センター事務室 図書・学術情報係主任）

別府 裕美子



用語説明１

2

 転換契約・・・電子ジャーナル購読料とAPCがセットとして
機関契約となった契約形態。論文の閲覧のために出版社に対
して支払うジャーナル購読料をAPCへと段階的に転換させ、
論文のオープンアクセス（OA）出版の拡大を目指す。

 APC・・・Article Processing Charge。論文著者がOAを選
択した場合に支払う費用。

 オープンアクセス（OA）・・・インターネット上で、論文等
の学術情報を誰もが無料で利用できるようにすること。



用語説明２
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 フルOA誌・・・掲載される論文全て、著者（所属機関や助成
機関等含む）のAPC負担によりOAで出版するジャーナル。

 ハイブリッドOA誌・・・掲載される個々の論文毎にAPCを負
担してOAにするかどうかを著者が選択する方式のジャーナル。
APCを支払った論文のみがOAとなるため、OA論文と有料論
文とが混在する。（国立大学図書館協会作成「用語解説」より）



東京都立大学 電子リソース費用の推移
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単位：百万円

年度

金
額

・図書館本館で契約する電子リソース（電子ジャーナル、データベース）のみ計上
この他、学部や学科で契約する電子リソース費用もあり

・原価の上昇、為替の影響により、費用が膨らみ続けている
・2022年度はデータベースScopusを削減したが、円安の影響もあり総額は上昇

・2020年度～ 図書館本館予算での経費維持の限界
・2019年度予算（約1億6,300万円）を超える金額を確保する必要

2020年度は科研費間接経費から、2021年度以降は研究費から確保



オープンアクセス（OA）モデル
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立原ゆり, 電子ジャーナルのオープンアクセス契約について, 2021年度JUSTICE電子資料契約実務研修会資料より

【背景】
・雑誌価格高騰への対応
・論文の流通性を高め、迅速な共有を進めたいという研究者の意識



フルOAへの移行モデルとしての転換契約
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立原ゆり, 電子ジャーナルのオープンアクセス契約について, 2021年度JUSTICE電子資料契約実務研修会資料より

・世界中で購読モデルに代わる新たな出版モデルの構築を模索
・転換契約は移行期のモデルにあたる
・APCの価格も、出版社が決めているため上昇傾向にある



東京都立大学 APC支出額
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APCは著者（研究者）が負担

年々増加と推定される（2020年で2,000万円程度か）

正確な金額の把握は困難だが、URA部門と連携し、推定額を算
出。InCitesより、本学のOA論文数を基に試算。JUSTICE（大学
図書館コンソーシアム連合）より提供される大学毎の推定デー
タとも比較し、推定額を妥当と判断。

金額の把握には、財務会計システムで管理する方法が考えられ
るが、本学では学内調整に至っていない。



転換契約の検討経緯
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2022年3月
・Wileyと4大学（東北大学、東京工業大学、総合研究大学院大学、東京理科大学）に
よる転換契約パイロットプロジェクト開始のニュースを知り、学術情報基盤センター
長（図書館長）に報告

・研究担当副学長でもある学術情報基盤センター長から、研究大学コンソーシアムで
Wiley転換契約の話題が出たとの情報提供あり。本学も興味ありとして意思表示したこ
とをきっかけに、Springer Natureとの交渉にも参加することとなる。

2022年6月
・WileyからJUSTICE参加機関への転換契約の提案が出たため、本学の金額シミュレー
ションを提供依頼。具体的な検討開始。

2022年7月～
・転換契約について、学内への説明開始

2023年1月～
・Wileyとの転換契約開始
（Springer Natureは2023年からの契約は見送り、引き続き検討中）



Wileyとの転換契約
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【契約期間】
2023年1月～2024年12月

【契約額】
購読実績額とAPC支払実績額の合計か
ら一定の価格上昇あり
（本学では、個別の支出と比べて総額
としては抑えられる見込み）

【ジャーナル閲覧】
利用可能範囲は、これまでの購読契約
と変更なし

【OA出版】
対象のジャーナルにおいて、所定の論
文数までOA出版できる。
本学では、OA出版する場合、著者の負
担は無しで、大学が全額負担。



転換契約で期待される効果
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 学内研究者のAPC支払いによる負担を軽減
（金額面、手続き面）

 大学全体でのジャーナル購読料とAPC支払い
額の総額を抑制

 論文のOA化促進により、研究発信力の強化、
被引用数の増加を期待



気を遣った点、苦労した点
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 数年来、学術情報基盤センター長（図書館長）が電子ジャーナル問題についての学内説明を
行ってきたため、理解や問題意識の醸成等について下地ができていた。

 学術情報基盤センター長が総合研究推進機構長でもあるため、研究推進部門との調整において
話が通りやすかった。

 今後のAPCの正確な支出額が出せないため、総額が抑えられる見込みであるという理屈が、財
務部署との調整において通りにくかった。（想定額は、OA論文数が前年に比べて同じ場合、
少し増える場合など、3パターンの試算を提示。）

 折しも円安で購読契約のままでも相当な増額となるが、円安による増額と転換契約における増
額が混同されがちで、重ねて説明を行った。（電子ジャーナル問題はただでさえ背景や価格体
系が複雑で、端的な説明が困難・・・）

 転換契約は論文投稿等、研究活動に深く関わるため、研究推進部門との調整において、図書
館が主導的に行う部分と相談する部分において気を遣った。

比較的スムーズに進んだ点
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UniBio Pressセミナー（2022年11月24日）尾城孝一氏講演資料より

転換契約の課題
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UniBio Pressセミナー（2022年11月24日）林和弘氏講演資料より

転換契約の課題



ご清聴ありがとうございました。
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